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今後10年間区有施設

更新経費試算

平均 71.1億円/年

直近10年間区有施設

投資的経費

平均 39.6億円/年

今後10年間にかかる更新経費は、直近10年間の投資的

経費を年間約31.5億円上回る試算となっており、今後

の大きな財政負担となる。

人口は、昭和38年をピークに減少したが、平成6年を底

に現在まで増加傾向となっている。人口構成をみると、

目黒区においても高齢化が進行している。

区有施設を取り巻く現状と課題

目黒区の多くの施設は昭和30～40年代に建築され、現

在築30年以上を経過する施設が全体の約1/3を占めてお

り、今後一斉に更新時期を迎える。

総務省ホームページで公開されている公共施設等更新費用
試算ソフトで今後40年の更新経費を試算すると、平成65年
度までの40年間の総額は約2,915.7億円で、年間平均額は
72.9億円となる。

今後、平成29年をピークに人口減少に転じると推測。

更に高齢化が進行する一方、年少人口（0歳～14歳）

や生産年齢人口（15歳～64歳）が急速に減少する。
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課題解決に向けて
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新耐震基準21.6万㎡（41.4%）旧耐震基準30.6万㎡（58.6%）

区有建物延床面積

52.2万㎡

区民1人当たり

2.03㎡／人

東山小学校

築56年

学校を中心とした整備

（㎡）

（年度）

学校施設 普通財産 環境施設 公園等施設 居住施設

庁舎等 福祉施設 児童施設 文化スポーツ施設 区民施設

限られた資源の中で、できるだけサービス

水準を維持しながら、財政負担を減らすため

に、危機感を持って、区有施設のあり方につ

いて見直しを行っていくことが重要です。

＜昭和38年＞

■人口

293,441人

■高齢者人口

13,114人(4.5%)

■生産年齢人口

221,357人(75.9%)

■年少人口

57,097人(19.6%)

＜平成24年＞

■人口

257,103人

■高齢者人口

50,295人(19.5%)

■生産年齢人口

180,393人(70.2%)

■年少人口

26,415人(10.3%)

＜平成24年＞

■人口

257,103人

■高齢者人口

50,295人(19.5%)

■生産年齢人口

180,393人(70.2%)

■年少人口

26,415人(10.3%)

＜平成65年＞

■人口

216,295人

■高齢者人口

83,976人(38.8%)

■生産年齢人口

115,948人(53.6%)

■年少人口

16,371人( 7.6%)

区有施設の
老朽化

区の
将来人口推計
と人口構造の

変化

今後の
財政負担

�今後、区有施
設は一斉に大規
模改修や建て替
えの時期を迎え
るため、計画的
な対策が必要と
なります。

�区有施設の延

床面積は約52.2

万㎡（区民１人

当たり約2.03㎡

）で、うち、学

校施設が約44％

を占めています

。学校施設を含

めて、中長期的

な視点から検討

を進める必要が

あります。

�今後も、更な
る高齢化が進
み、年少人口や
生産年齢人口
が減少していく
ことにより、区有
施設に対する区
民ニーズなどは
変化していくと
考えています。
このため、時代
のニーズに即し
た施設のあり方
などを検討する
必要があります。

�現在の区有施設
について、今後40年

間にかかる大規模
改修や建て替えな
どの更新経費の試
算は約2,915億円、
年間平均で約72.9

億円となっています。

�直近10年間の投

資的経費（施設など

を整備するための

経費）の支出額の
年間平均約39.6億

円の約1.8倍となっ

ており、今後の大き

な財政負担となりま
す。

区有施設見直しの必要性

今後、多くの施設が老朽化による大規模改修や建て替えの時期

を一斉に迎えますが、古いものを建て替えていくことは容易では

ありません。少子高齢化で税収は伸び悩む一方、社会福祉費は

年々増加しているため、最近では、全国的にも、公共投資の予算

は減少の一途をたどって来ているからです。

このように、今ある施設を、このまますべて維持・管理してい

くことは、今後、大きな財政負担になってしまいます。そのため、

できるだけサービス水準を維持しながら、財政負担を軽くするための

対策が必要であり、危機感を持って、区有施設のあり方について

見直しを行っていくことが重要です。
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昭和48年

20,029人（7.1%）

生産年齢人口

平成5年

34,120人（14.4%）

平成11年

23,924人（10.0%）

（年度）

平均額の差

31.5
億円/年

庁舎等

61,119.76

11.27%

区民施設

30,546.71

5.63%

居住施設

61,180.68

11.28%

児童施設

33,171.37

6.11%

福祉施設

47,443.99

8.74%

学校施設

231,400.00

42.65%

文化スポーツ施設

57,299.76

10.56%

公園等施設

9,617.64

1.77%

環境施設

6,996.00

1.29%

普通財産

3,773.64

0.70%

建物の総延床面積

54万2,549.55㎡

目黒区区有施設見直し方針 概要版 ～ 「これからの４０年」を見据えた持続可能な施設サービスに向けて ～

計画修繕 大規模改修 建て替え（改築）

１

区有施設の延床面積は約52.2万㎡あり、借り上げ建物の

延床面積約2.0万㎡を合わせた、すべての建物の総延床

面積は約54.2万㎡となっている。

学校施設が、借り
上げを含めた総延
床 面 積 の 約 43%
（区有施設の約
44%）を占めてお
り、次いで、居住
施 設 が 約 11% と
なっている。

10.3%

19.5%
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区全体最大人口

平成29年

259,001人

（人）

年少人口最大人口

平成31年

27,039人(10.5%)

高齢者人口

最大人口

平成65年

83,976人（38.8%）
平成65年

216,295人

高齢者人口

生産年齢人口

年少人口

生産年齢人口

最大人口

平成24年

180,393人(70.2%)

生産年齢人口

平成65年

115,948人(53.6%)

高齢者人口 生産年齢人口 年少人口 高齢者比率

年少人口比率

平成24年

257,103人

高齢者人口

平成24年

50,295人

（19.5%）

年少人口

平成65年

16,371人（7.6%）

年少人口

平成24年

26,415人(10.3%)



区有施設見直しの方向性 ～ハコモノ３原則～

原
則

１

新しい施設の整備は、原則、行わない。【新規凍結原則】
既存の施設について、可能な限り財政負担を減らしていかなければならない状況下である
ことを踏まえ、原則、新しい施設の建設は行わない。

原
則
２

施設の更新（大規模改修、建て替え）は事前調整のうえ、原則、多機能化・集約化、
複合化した施設とする。【事前調整原則】
新規整備はもちろん、既存施設の更新（大規模改修、建て替え）を行う場合には、施設の多機能化・

集約化、複合化を念頭に、各部署が個別に計画を進めるのではなく、事前調整の中心になるような専

管部署等が、原則としてすべての施設に対し、専門性を持った第三者に意見を求め、事前調
整や協議等を行うこととする。

※施設の多機能化・集約化、複合化に当たっては、土地利用の高度化なども併せて検討していきま

す。

原
則

３

施設総量（総延床面積）の縮減目標【数値目標原則】
今後４０年間で区有施設の総量（総延床面積：５２．２万㎡）の１５％（７．８万㎡）の縮減を目
指す。

ただし、更新経費、維持管理費等の動向など、さまざまな社会経済状況や、区の施策等を
総合的に踏まえ、原則として５年ごとに見直しを図ることとする。

区有施設見直し ～５つの視点～

視点１ 施設と機能の分離により、サービス水準をできる限り維持しながら、

財政負担を縮減する。

� 施設用途の転換、他施設の機能集約、機能代替による多機能化・複合化・統廃合などを検
討する。

� 利用度・稼働率の低い施設、空きスペースを持つ施設の有効活用を図る。
� 建て替えは、耐用年数を経過した建物や統廃合による場合にのみ行う。

� 各施設の機能を明確化し、更新・存続施設について、建て替えの優先順位をつける。

� 民間活力を活用して、サービス水準を維持しつつ、費用対効果を引き上げる方策を実施す
る。

視点２ 施設サービスの費用対効果（費用及び便益）を踏まえて、改善や優先

順位付けを行う。

� 施設ごとにコストを客観的かつ継続的に計測し、比較や要因を分析することで改善を図る。

� 施設利用の受益者負担を、施設サービスに要する費用に応じて適正な水準に設定する。

� 修繕、施設更新に優先順位をつけて対応する。

視点３ 地域ごとの人口特性や区民ニーズに的確に対応する。

� 今後の少子高齢化の進展や人口減少社会等に合わせ、区民ニーズに的確に対応していく。

� 他自治体との共同運営等も視野に入れ、施設構成を対応させていく。

視点４ 区民の安全・安心のため、区有施設における防災機能を確保する。

� 区有施設の耐震対策、防災機能の確保を通じて区民の安全を確保する。

� 施設の地域構成が、災害対応時において民間施設も含めて連携、補完できるようにネット
ワーク化する。

視点５ 全庁をあげた問題意識の共有と体制整備

� 庁内の横断的な取組として、施設の情報を一元的に管理できる専管部署を設置するなど体
制を整備する。

� 専門性を持った第三者に意見を求めるなど、透明性の高い進行管理を行う。
� 的確な情報を発信・公開して、区民との問題意識を共有する機会を設ける。

区有施設見直し実現のための８つの手法

手法１

受益者負担の適正化

施設の目的や利用状況に

応じた受益者負担になっ

ているかを定期的に確認
し、負担割合を見直すな

ど、全体の経費に対する

受益者負担の適正化を図
る。

手法２

長寿命化

適切な手法による建物評価を行い長

寿命化施設を選定し、対象施設につ

いては計画的な保全、建物の耐久性
の調査を実施し、将来にわたる費用対

効果を検討しながら、残存期間を考慮

した一定のルールに基づいたうえで長
寿命化を図る。

手法３

公民連携の推進（民間活力の活用）

民間が主体となって事業を行う方が望

ましい施設サービスについては、業務

委託化、指定管理者制度の活用、民設

民営化、区有施設を廃止し民間施設の

代替利用者へ補助を行うなど、民間活
力の積極的な活用を図る。

手法６

低未利用地等の活用

低未利用地や施設内の低未利用な床（スペース）につい

て、民間への貸与・売却による財源捻出などの有効活用

を図る。また、統廃合により生まれた土地や床（スペー
ス）も同様に有効活用を図る。

手法７

広域的視点にたった連携

他区の施設、東京都・国の施

設と相互の機能に重複が無

いように、利用や設置などに
ついて連携を図る。

手法８

地域による維持・管理

区有施設を地域団体等に譲渡

することや、地域団体等により

維持・管理することを図る。

目黒区区有施設見直し方針 概要版 ～ 「これからの４０年」を見据えた持続可能な施設サービスに向けて ～

手法５

複合化

施設の更新時には、周辺の施設の併設な
ど、施設の複合化による統廃合を図る。

手法４

多機能化・集約化

「多機能化」

老朽化が著しい施設、利用度・稼働率が低い施設などについて、ニーズ
に合わせて機能を変えられるように、多機能化による統廃合を図る。

２

多機能化：複数の異なる機能の施設を、一つの建物の中の、様々な機能に使える一つ

の施設にまとめること

類似機能の集約化

廃止廃止 施設の複合化

複合化：複数の異なる機能の施設を、一つの建物の中

にまとめること

集約化：複数の類似する機能の施設を、一つの建物の中の、一つの施設にまとめる

こと

「集約化」

複数の類似機能を一つにまとめる集約化による統廃合を図る。

手法６は、各施設で具体的な検討を行う過程において活用する。 手法７及び手法８は、今後、具体的な対象施設の選定を含めて検討する。

施設の多機能化

廃止
廃止

廃止

廃止

廃止
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用途別施設見直しの方策  

● 用途別施設ごとに、見直しのための複数の手法を示します。 
なお、いずれかの手法を選べば良いということではなく、できるだけ効果の大きい手法を優先的に検討していき、必要に応じて複数
の手法を組み合わせます。また、今後の具体的な検討の過程で、全体として予算不足を解消できない場合は、手法の抜本的な見直し
が必要となります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             
   手法１  手法２  手法３  手法４  手法５  

 

 ※ 継続して維持する施設については、原則として、一定のルールに基づき長寿命化を図ります。 

受益者負担
の適正化 

 長寿命化  公民連携の推
進（民間活力

の活用） 

 多機能化・
集約化によ
る統廃合 

 複合化によ
る統廃合 

 

             

(１)庁舎等 

 施設単位での機能を見直し、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。なお、民間施設を活用する場合は、行政サービスの長期的・

安定的サービス提供の観点から慎重に検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 
課題② 西部地区サービス事務所と他の地区サービス事務所では年間利用件数に大きな差がある。 

課題③ 平成２０年度から２２年度にかけて、地区サービス事務所・行政サービス窓口の年間利用件数が減少した。 
 

 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(２)男女平等・共同参画センター 

 男女平等・共同参画の施策を推進するための機能は保ちながら、現在の場所で類似機能の集約化を図る方法のほか、他の場所へ移転し多機能化を図る

ことや類似機能の集約化及び民間活力の活用も検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過しており、計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 貸出施設の稼働率をみると、施設全体で４８．６％となっている。曜日別では土日が５７．２％、平日は４５．２％である。 

課題③ 平成２２年度のトータルコストは、１億１，５０６万円である。このうち施設にかかるコスト（人件費、光熱水費、工事請負費等）が９，

２５３万円と、８０．４％を占めるが、中目黒スクエアの維持管理に係る費用を含んでいるため、トータルコストが高くなっている。 

■ 区の取組状況 

平成２４年度に継続の是非を含めた見直しを行った結果、男女平等・共同参画を推進するための場は引き続き必要である、としたうえで、区有施

設の見直しを踏まえ、会議室及び研修室等の他施設との共有化などを今後の方向性として検討していくこととなった。なお、共有化については、

現在の場所で他施設と共有化を図る方法のほか、他の場所へ移転し、共有化を実現する方法等も含まれる。 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(３)区民斎場 

 多目的活用が図りにくいことから、機能を維持し、民営化を進めながら、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 設置当初から区民利用に限定しており、利用率が６割程度となっている。 

課題② 事業の性格上直前の予約が多いため、多目的活用が困難な施設である。 
 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

 

 

 

 

             

(４)住区センター 

 コミュニティ形成に求められる機能と施設規模・配置を検討し、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合の検討を進めながら、施設管理の民営

化を適切に進めるなど、効率化を検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 平成２２年度の住区会議室の稼働率は施設ごとに大きな差がある。 

課題③ 単独施設である自由が丘住区センター・大岡山西住区センターを除く他の住区センターは、併設施設（老人いこいの家、児童館等）を持

ち、それぞれが独立した施設運営を行っていることから、年間を通じて効果的に活用できる半面、管理経費も増加する。 

課題④ 施設の構成や場所の利便性によって利用率の差が大きく、利用１件当たりにかかるコストに開きがある。 
 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(５)中小企業センター等 

 中小企業振興・勤労福祉・消費生活施策の推進のために必要な機能を精査したうえ、複合施設としての区民センターのあり方も踏まえながら、多機能

化・集約化や複合化による機能移転及び民間活力の活用を検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築３０年以上経過しており、大規模改修などの対応が必要である。 

課題② 集会室、スポーツ施設、ホール等を有するが、全体稼働率は４７．４％と低く、対応策についての検討が必要である。今後は、中小企業

の支援や勤労福祉の充実という視点から、どのような機能を有する施設・設備が必要かの検討が課題となる。 
 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(６)居住施設 

 住宅の供給や整備方法及び運営のあり方について、集約化や複合化による統廃合を含めて検討する。また、家賃助成など民間活力の活用を検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している借り上げの施設は、老朽化対策が必要であるが、実施の時期や方法、契約の更新などについて、所有者との協

議が必要である。 

課題② 築２０年以上経過している区有の施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題③ バリアフリー、環境対応が完了していない施設は、計画的な改修や効率のよい設備の導入などの対応が必要である。 
 

 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 
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(７)児童館 

 子どもたちの居場所として効率的な運営が行えるよう、民間活力の活用を進めるとともに、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 学童保育クラブの偏在化対策の受け皿としての機能も有しており、未整備地域である西部地域を中心に配置拡充の検討が必要である。整

備のためには、運営形態等も含めて総合的な検討が必要である。 

課題② 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

■ 区の取組状況 

平成２５年度から、委託化を含めた事業運営方法の抜本的な見直しに向けた取組を進めている。 

 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(８)学童保育クラブ 

 放課後の子どもたちの居場所として効率的な運営が行えるよう、民間活力の活用を進めるとともに、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を

検討する。また、今後の社会情勢を踏まえた受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 年度、地域により、利用者数に偏在化が見られ、老朽化対策とともに、定員拡大を含めた配置拡充の検討が必要である。整備のためには、

運営形態等も含めて総合的な検討が必要である。 

■ 区の取組状況 

平成２５年度から、委託化を含めた事業運営方法の抜本的な見直しに向けた取組を進めている。 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(９)保育園  

施設の老朽度、施設の設置場所、サービス拡大の可能性、その他の条件等を考慮し計画的に民営化を推進する。また、今後の社会情勢を踏まえた受益

者負担の適正化を図るとともに、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 待機児童の解消は区政の喫緊の課題であり、当分の間は保育需要の伸びが続くことが予想されることから、民間活力の活用を前提とした

保育施設の増設が必要である。施設の更新の際には、定員拡大を含めた検討が必要であり、整備のためには、運営形態等も含めて総合的

な検討が必要である。 

課題② 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題③ 区の直営園の運営費に比べ指定管理の民営園の運営費の方が低い。今後も引き続き運営の効率化を図っていく必要がある。 

■ 区の取組状況 

平成２５年度から、４園の区立保育園の民営化に向けた取組を進めている。 

★  ★  ★  ★  ★  

             

(10)高齢者福祉施設  

高齢者福祉サービスについて、民間との役割分担等について再検証し、ニーズに即した効果的な機能配置（サービス提供）を検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、計画的な老朽化への対応が必要である。 

■ 区の取組状況 

平成２５年３月に中目黒高齢者在宅サービスセンターを廃止した。田道高齢者在宅サービスセンターは平成２６年３月を目途に廃止し、民間が運

営する小規模多機能型居宅介護事業所への転用について調整している。 

  ★  ★      

             

(11)老人いこいの家  

単独施設で老朽化が進んでいる老人いこいの家の土地は売却し、経費について十分考慮するとともに、代替施設を活用していく際には周辺施設との連

携を図りながら、施設相互での機能の補完等を含め、効率的な機能配置を検討する。併せて、活動実態を明確化し、他施設の低未利用な床（スペース）

の活用や民間活力の活用、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合などを含め、利用状況にあった効率的な運営方式等を検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 利用者１人当たりにかかるコストに差がある。 

■ 区の取組状況 

運用方法の見直しを行い、平成２４年度から２施設、２５年度からさらに１施設について管理運営を委託している。 

  ★  ★  ★  ★  

             

(12)障害者福祉施設  

施設の目的に応じて、民間活力の活用や多機能化・集約化・複合化による施設の統廃合など効率的な運用を検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要であり、運営形態等も併せて検討が必要であ

る。 
 

  ★  ★  ★  ★  

             

(13)母子生活支援施設  

２施設ある施設のどちらも定員を大きく下回っていることから、統合を着実に実施する。 

 課 題  

課題① 平成２５年８月１日時点での利用は、両施設３世帯ずつとなり、利用が少なくなっている。 

課題② 入所者数が少なくても、定員により一定数の職員を配置する必要があるため指定管理委託料は減らないが、国・都からの補助金は利用者

数によるため、減額となる。 

■ 区の取組状況 

目黒区行革計画（平成２４～２６年度）において、氷川荘を廃止し、みどりハイムに統合する計画を掲げている。廃止後は大橋えのき園を拡張す

るとともに都市型軽費老人ホーム等への転用を予定している。 

  ★        

４ 
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(14)小学校  

少子化による児童数の減少を踏まえつつ、教育環境の整備、地域コミュニティの拠点としての機能集約、防災機能の強化を図る観点で、小学校の効果

的、効率的な活用方法を検討していく。また、将来の少子化を見据えた適正規模、適正配置の考え方を検討する。 

 課 題  

課題① 昭和３０年代の建築がほとんどで、建築後５０年以上経過しており、老朽化が著しく進行している。築２０年以上経過している施設は、

大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 
 

  ★    ★  ★  

             

(15)中学校  

南部・西部地区区立中学校の適正規模、適正配置に向けた取組を踏まえつつ、教育環境の整備、地区施設としての機能集約、防災機能の強化を図る観

点で、中学校の効果的、効率的な活用方法を検討していく。 

 課 題  

課題① １校を除いて、建築後５０年以上経過しており、老朽化が著しく進行している。築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対

応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 生徒数は昭和６０年に比べ３６％と減少し、学校の小規模化が進行している。学校の小規模化により、活力ある学習環境や部活動の展開

に制約を生み、集団活動を通じての人間関係の広がりが十分に行えない状況になりつつある。 

■ 区の取組状況 

子どもたちが多様な人間関係を築いていけるように、目黒区立中学校の適正規模・適正配置の取組を進めており、統合方針である「望ましい規模

の区立中学校の実現を目指して」（平成２４年３月改定）に沿って、第三中学校・第四中学校の統合を進め、平成２７年４月に「目黒区立大鳥中学

校」を開校予定。 

  ★    ★  ★  

             

(16)幼稚園  

「区立幼稚園見直しの基本的方向について」に沿って、認定こども園への移行を実施していく。また、受益者負担の適正化を図るとともに、多機能化

した公共施設への機能移転や集約化による施設の統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 平成２５年度に耐震補強及び大規模改修を行うげっこうはら幼稚園を除き、築３０年以上経過しているひがしやま幼稚園及びみどりがお

かこども園は、大規模改修などの対応が必要である。 

■ 区の取組状況 

区立幼稚園については、平成２２年第四回区議会定例会において、区立幼稚園条例を改正し、からすもり幼稚園及びふどう幼稚園を廃園すること

を決定した。 

また、みどりがおか幼稚園、げっこうはら幼稚園、ひがしやま幼稚園の３園については、認定こども園に移行することを決定しており、みどりが

おか幼稚園は、平成２５年度に認定こども園に移行済みであり、げっこうはら幼稚園については、施設改修も含めて、平成２６年度の開園に向け、

準備を進めている。 

★  ★    ★  ★  

             

(17)その他学校関係施設 

 多機能化した公共施設への機能移転、民間活力の活用を検討する。 

 課 題  

課題① 一部の施設については、事業の行われていない期間の更なる有効利用の対応策についての検討が必要である。 

課題② 一部の施設については、塩害対策が必要である。 

課題③ 築２０年以上経過しており、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 
 

 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(18)文化施設（ホール・美術館） 

 民間活力の活用を検討するとともに、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。また、一部の施設については多機能化・集約化や

複合化による統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 各ホールの曜日別稼動率では、施設全体の稼働率が高いめぐろパーシモンホールと中目黒ＧＴホールは、すべての曜日で高い稼働率とな

っている。一方、中小企業センターホールは、土日は７４．５％と他の施設と同様に高い稼働率だが、平日の稼働率は２７．１％と非常

に低く、対応策についての検討が必要である。 

課題② 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。また、一部の施設については、音響

設備等を経年劣化等に対応して計画的に更新を行っていく必要がある。 

■ 区の取組状況 

めぐろ歴史資料館では、平成２４年度以降、常勤職員１人を削減している。 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(19)社会教育館・青少年プラザ 

 民間活力の活用、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。また、一部の施設についてはエレベ

ーターがなく、バリアフリー対応が進んでいない。 

課題② 音楽室やレクホールは高い稼働率だが、美術室、調理室、暗室といった利用目的が固定される部屋は、比較的低く、対応策についての検

討が必要である。 

■ 区の取組状況 

平成２４年度から、社会教育館各館及び青少年プラザの事業執行方法の見直しを進め、併せて、職員の配置の見直しを進めており、平成２４年度

以降、常勤職員を７人、非常勤職員を１３人削減した。 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 
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(20)体育施設 

 学校施設との共用化、民間活力の活用、施設の多機能化等により、区民が利用可能となる施設を増やし、かつ効率的な運用を検討する。また、受益者

負担の適正化を図る。なお、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されるに際し、東京都等と連携しながら、適切な対応を図

る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過しており、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

また、一部の施設については、老朽化に加えて耐震安全性が確保されていない。 

課題② トレーニング室は、集客力の極めて高い施設であるが、中央地区の碑文谷体育館には未整備であり地域的な格差が生じている。 
 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

★ 

 

             

(21)図書館 

 図書館のあり方を全体的に見直すとともに、図書館事業の集約、民間活力の活用、多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 利用者１人当たりのコストが館により様々である。図書館運営のほか大規模複合施設の維持管理を行っている館や利用者数が比較的少な

い館については、利用者１人当たりのコストが全館平均よりも高くなっている。 

■ 区の取組状況 

平成２４年度から、新たに２館（目黒区民センター図書館、緑が丘図書館）の窓口業務の委託化を開始し、図書館は全８館で窓口業務の委託化を

行っている。また、職員配置の見直しを行い、常勤職員を１０名削減した。 
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★ 

 

             

(22)駐車場・駐輪場 

 原則、受益者の負担でまかなえるように使用料の見直しを検討する。また、民間活力の活用や集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。 

 課 題  

課題① 環境対応が完了していない施設は、効率のよい設備の導入など、省エネ化への対応を検討する必要がある。 

課題② 機械式駐輪場は、設備の老朽化により、計画的な修繕が必要である。 

課題③ 駐車場・駐輪場の中で機械式駐輪場は、維持管理費の占める割合が大きい。 

課題④ 機械式立体駐車場や地下設置の駐輪場は、減価償却相当額が高く、設備費用が多くかかっている。 
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(23)公園事務所・公園施設 

 必要性を抜本的に再検討して、必要性の乏しい施設の多機能化・集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。また、施設を継続して維持する場合

は、受益者負担の適正化を図る。重要文化財（建造物）に指定された施設（駒場公園和館（旧前田家本邸））は、計画的な老朽化対策を検討する。 

 課 題  

課題① 一部の施設については、耐震安全性が確保されておらず、さらに老朽化が進行しているため、耐震化と老朽化対策が必要である。 

課題② 築３０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応が必要である。 

課題③ バリアフリー、環境対応が完了していない施設は、計画的な改修や効率のよい設備の導入などの対応が必要である。 
 

★ 

 

★ 
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(24)環境施設・清掃施設 

 施設としてニーズに即した機能を明確化し、民間活力の活用、施設配置を含めて機能の効率化を図る。 

 課 題  

課題① 築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 

課題② 粗大中継所は、都市計画道路補助２６号線の計画線上に位置しており、移設が必要である。 

■ 区の取組状況 

エコプラザ２施設のうち、平町エコプラザは、平成２５年度末で廃止することとした。また、併設している平町リサイクルストックヤードについ

ても、びんの選別保管方法を破砕・減容方式から直送方式に変更して平成２５年度末で廃止することとした。 

中央町リサイクルストックヤードについては、びんの選別保管方法を破砕・減容方式から直送方式に変更して廃止する予定とし、廃止後の跡地に

粗大中継所を移設する予定である。 

目黒エコプラザ作業室は、目黒清掃工場内にあり、東京二十三区清掃一部事務組合による平成２９年度からの清掃工場整備計画により改築する予

定である。 
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(25)職員住宅 

 老朽化の状況を踏まえ、事業継続の必要性と集約化や複合化による施設の統廃合を検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適

正化を図る。 

 課 題  

課題① 借り上げを除く区有施設について、築２０年以上経過している施設は、大規模改修などの対応や計画的な老朽化への対応が必要である。 
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(26)教職員住宅  

必要性を再検証したうえで、可能な範囲で他の施設との複合化を検討する。また、施設を継続して維持する場合は、受益者負担の適正化を図る。 

 課 題  

課題① 築３０年以上経過しており、大規模改修などの対応が必要である。 
 

★  ★      ★  
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